
究 ノートのリスクマネジメント 

0 妹尾 堅 - 郎 ( 東大先端 研 ) 

。 「研究ノート け サーチノート、 ラボノート ) 」に関するリスクが 表面化しつつあ る。 

燗していなかったり。 記載方法が適切でなかったり。 あ るいは 管 

きく三 つ あ る。 第一旗。 担造 。 盗用。 改窩 等の疑いを生じさせる 

て 機能しない、 あ るいは疑義を 生じさせてしまう「 発 

しまう等の廿 蓋 。 本報告では、 これらの 闘 

を行な うと 共に、 対応策の方 についてけスクマネジメン㌻アプローチ」と「リサーチロフトジメント 

アプローチ」の 二 つを 検討する。 

究 ノート、 リザー チノ @  ト 。 ラボノート、 実 察 ノート、 不正 

定 、 情報漏洩 

ノート ぴ サーチノート。 ラボノート れ の 

においても、 F 同穏 

つ っあ る状況があ る " 学術論文 / 

科学技術における 発見や発明にまつわるトラブルや 不を がないが "   研究 ノー ㌃の不備 " 不 

接 @% 、 @ 浅酌 @ こ となったり。 間       、 る 例も少なくないので 

現在。 研究 / 一円 こ 題は 三 つに 大別できるだ る フ @ 

第 - は 。 担送 " 盗用。 改窟 等の疑いを生じさせる「不正 ; 問題であ る。 

こともあ れば。 研究ノ - トが残されていないために ヂ一タの 霞遍性 が確認で 

多くの不祥事への 。 理化学研究所                   本学術会議 江 

ており。 いずれも研究ノートの さ 用を奨励してむ ) る 。 

等の証拠として 機能しない。 あ るいは疑義を 生じさせてし 

題 であ る。 誰が発萌したのか、 あ るいは 共病 研究等の場合、 誰がどれ 

確にならないと 訴訟等のジスタを 抱え込みかねないし。 

            「 水 播け論」に終始するリスクもあ る。 汐 えば、 某大学教授と 某 

では " 結局のところ。 研究ノートが 両者 

たと 閾く 。 企業における 特許紛争で 

っ、 特に化学系。 薬学系製造企業 @   等は急速に進展し 
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者 認定において 問 が 生じるリスクは 増大しているといえるであ ろう。 

一ト 自体が盗まれてしまう 等の「情報 であ る。 これ @ 

資料やパソコンあ るいは記録の 入ったメディア 等が盗まれる 場合もあ る。 またパソコ 

、 ソ トワークに 流 することも含まれる。 これは 

強化が必要なことを 意 している。 ( さらに高射 

わした場合、 営業秘密の流 を 防止することが 義務となるので、 それを怠った 場合は柏手から 訴訟を受 

ける リスクを抱えることになる。 ) 

活用を奨励している 大学はわずか 

ない大学 c0 57 。 卸 " は 今後も奨励の 予定はないという。 

が 打ちつるのであ ろうか。 

かしなければ。 実践にはっながらな い 

となってしまう。 

としての責任を 果たじたとは 言えまい。 
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における周辺のイシューもいくつかあ る。 

格 化と使い勝手の 改善であ る。 ノートは米国に 比して 

も 少なかったが。 近時市販品も 普及し始めている。 まだ 手に改善の余地があ るもの 

の 、 今後に期待をしたい。 

究 ノートの導入がなされたとしても。 その記入 のあ り方が適切であ り " か つ 

底 されるには。 織 的な活動として 定着されな げ ばならない 0 上司や教員がしっ 力 ) りとした指導を 行 

係 者が認定のザインを 当然として行 う 風土が 成されなければならない。 この点は 、 

のように「 各教 に 委ねる」だけでは 心許ないのであ る。 

第三 は 、 電子 書 ( メール等も含む ) の普及への対応であ 究 ノートとは現在は 

乍 今の電子文書による「 電 ノート」への 対応は 、 

進を う たっていたが まだ十分になさ ているとは言い 難い。 電子 

タンプ等のサービスも 出てきて泣いるものの。 等では、 法的な効力をどこまで 持ち ぅ 

るのか、 まだまだ るにせよ、 ( 進 ) 公 

策 の一つであ ろう。 

育成のあ り方に 先報告書 ゴ では、 

環境に関するリスク。 マネジメントに 

モデルを策定し " 実証する。 

。 上記の基本となる   究ノ 一円の普及啓発を 一 速 すると共に " そ 

察 する。 また、 ほ ついても充分に 

。 - 方。 研究ノートの 電子化、 それに伴 う 題 について。 法 

提言などを行な ，フ 

におけるトラブルや 不祥事を未 

の マネジメントを 早急に研究 

一トの 使用と定着 策を 

ロジヱ クトで作成した ガ   

に 役立つことを 訴えるという。 研究ノートに 若い頃 から親しめるように 工夫されている。 若年層へ、 こ 

マインドが政策的支援によってなされていることは 習 うべ ぎであ ろ ワ @ 

旧知的財産推進計画 2 ㏄引 薬 1 章 知的財産の創造 づ 3. 研究者の創造環境を 整備ずる 弓 (W) 研究ノートの 導入を奨励する 

発明音。 発明日の明確化そ。 研究活動における 不正防止のため、 2006 年度も引き続き、 研究ノートの 積極的導入を 図るとと 

もに、 研究ノートの 記載。 管理方法についての 規定の明文化。 研修の実施を 奨励する。 ( 総合科学技術会議、 文部科学 省 、 経済 

産業省。 関係 府省 ) htip:// 船用・ kan を " 主 ・ 90 Ⅱ 辞バ鰍 s 士 ng 士れぇ teki2/kett 。 I/06060gke 土 :kaku. 目 さ 

日本学術会議『科学における 不正行為とその 防止について コ騰 03%6/2% 
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論文の改ざん、 揮造 等の不正行為は 科学の健全な 発展を阻害し、 科学に対する 社会的評価を な う だけでなく。 人々の生存、 

生活、 福祉に重大な 影響を与え、 基本的人権 や人間の尊厳を げることにもなりかねません。 科学における 不正行為の防止は 、 

科学者コミュニティが 社会に対する 説明責任を果たし、 科学者が広く 国民から評価され、 尊敬される社会を 築くために不可欠な、 

科学者が自ら 解決すべき実践的 課 であ る。 httP                sc..90. コ P/Ja/info ㎏㎡血も /p ぼれ a 王 ggai_re ガけ鯨 

( 独 ) 理化学研究所『科学研究上の 不正行為への 基本的対応方針』 4 つ 遵守事項 

(2) 研究員、 テタ二 カルスタッフ。 学生ら研究に 携わる者にほ。 ラボノートブックなどが 個人の私的記録ではなく、 「研究 

成果物の取扱について ( 改正平成㍑年 3 月 3 五日通達第五 4 号 ) 」の有体物により 各研究室などの 所属長が適切に 管 

あ って。 r 定年制職員競業規程」、 r 任期 制 職員就業規程」。 @ 基礎科学特別研究員制度実施細則」などの 研究成果の取扱規定によ 

り研究所に帰属し、 「会計規程」などに 準じて研究所が 管理すべきものであ るという意識を 持たせるとともに " ラボノートフッ 

クの記載の方法に 関し指導を登底すること。 

(3) ラボノートブッ タと 各種計測データなどを 記録した 紙 。 電子記録媒体など ぼ 。 論文など成果物の 発表後も一定期間 ( 特 

段の定めがない 場合 は 5 年間 ) 保管し、 他の研究者； 、 らからの問い 合わせ。 調査照会などにも 対応できるようにすること。 

http: け vwww.riken 。 匝 わ ー Ⅳ rorld/info わ ， leas" た ress/2006/060 ユ 穏在 ndex.html/ 

文部科学 省 『研究活動の 不正行為に関する 特別委員会報告書 d ( 平成㈹年 8 月 B 日 ) 。 

不正行為に対する 取り組み台 (2) 大学。 研究機関。 労協会の取り 組み 弓 ②防止のための 散り組み 

ア ] 研究活動に関して 守るべ さ 作法の徹底 

大学。 研究機関、 学協会においては、 実験   察 ノート等の記録媒体の 作成 ( 方法等を含む。 ) 。 保管や実験試料。 試薬の保存 

等 、 研究活動に関して 守るべき作法について。 研究者や学生への 徹底を図ることやそれらの 保存期間を定めることが 求められる。 

これは不正行為の 防止のためであ るとともに、 研究者の自己破壊を 防止するためでもあ り、 自らの研究に 不正行為がないことを 

説明し、 不正の疑惑から 自らを守るためでもあ る。 

http:// ㍾ w.m 。 xt 。 go.Jp/b-menu/sh ュ ㎎ ぇ ㎏ liyu ㏄㎏ i.y 妨は i2/houkoku/060B23%U6/001. 囲ず 

全国は A 大学のアンケート 調査による r 産学官連携推進のために 知的財産を運用する 上で生じる特許法等の 問 

に関する調査報告書 ( 平成 ゑ 7 年度大学知的財産本部整備事業 ) 山口大学知的財産本部。 20 ㏄。 

ここ て のリサ - チマネジメントアプローチについてほ、 文部科学 省 大学知的財産本部整備事業「研究ノート 研究会 にお 

ける議論に触発されたものであ る。 委員番位、 特に渡部俊也東大教授、 高橋真水子東北大助教授の 示唆に感謝したい。 

例えば ニ 知的財産推進計画 2005J では知財の電子化促進をうたっていた。 

第 3 章知的財産の 創造 づ鱗 研究者の創造環境を 整備する 弓 (4) 知的財産管理の 電子化を促進する 

"  2005 年度も引き続き、 電子媒体の活用により 研究ノートの 機能を代替ずる 可能性や問題点 は ついて検討し。 必要な取縄 を 

何っ 。 

  また、 課題となる電子文書の 真実性の確保について、 時刻認証等の 技術の進展 や "-     文書法施行などの 状況にかんがみ。 信 

頼性の向上と 普及に向けた 取組を促進する。 ( 総務省、 文部科学 省 。 経済産業省、 関係 府省 ) 

                          kant.e ュ ． Ro. 博パ P/Singi/titeki2/ke ちも eI/050610.h ち皿 1 

成 37 年度産業財産権 制度問題調査研究。 蛆亜ジ亜 埋む 逆ヨ 0 し血庄 出典型 ど 四睡 旦 な三亜正理 藝鐸 ㎏ 玉な迦雙 

比三 41- と よ 耶 ㍾・ usp 七 o. 窯 ov ノ %, ピも /0 す千 lc せ s, ね。 /a 卜緯 空こ 旦 ユ至ニ団円 @ s ノ土い d 巳 ・ ll 劫 nl 

一 438 一 


